
平成１９年３月期  　　 中間決算短信（連結）

非上場
本社所在都道府県 兵庫県

（ＵＲＬ  http://www.tajimabank.co.jp）
倉　橋 　  基
佐　伯　宏　之 Ｔ Ｅ Ｌ （０７９６）２４－２１１１

特定取引勘定設置の有無 無
無

1 ．平成１８年９月中間期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

％ ％ ％

（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

円 銭 円 銭

　

(注)　　①持分法投資損益 平成18年9月中間期 百万円 平成17年9月中間期 百万円
平成18年3月期 百万円

②期中平均株式数(連結） 平成18年9月中間期 株 平成17年9月中間期 株
平成18年3月期 株

③会計処理の方法の変更　　　有
④経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年同期増減率

連結財政状態

％ 円 銭 ％

(注)　　期末発行済株式数（連結）平成18年9月中間期 株 平成17年9月中間期 株
平成18年3月期 株

(注1)　　

(注2)　　

連結キャッシュ・フローの状況

△ △
△ △
△ △

連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数       ２社 持分法適用非連結子会社数       － 社 持分法適用関連会社数       － 社

連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結　(新規）　    － 社 (除外）　    － 社 持分法　(新規） 　    － 社 (除外）  　   － 社

2 ．

1株当たり予想当期純利益（通期） 　１７円 ５２銭

経　常　利　益

決算取締役会開催日 平成18年11月24日
米国会計基準採用の有無

（１）

平成18年3月期 １９

氏名

問合せ先責任者 氏名

経　常　収　益

会 社 名 株式会社
コ ー ド 番 号

代 表 者 役 職 名 取締役頭取

百万円

　７，５５２ 　６，３２７

　上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数値と異なる
結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連する事項につきましては、添付資料の４ページを参照して下さい。

当期純利益
百万円百万円

（参考）
２０，０００

百万円

１８，２８９
１８，１３５
１７，２６１

　４，４８８ 　７，９４３

中間期末（期末）残高

(３)

　８，５７６ １２，７６６

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円百万円

キャッシュ・フロー

　　１９９
　　１９９
百万円

２，４１０ １，４００

　　３９９

経常利益

平成１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

経常収益

平成18年3月期

(５)

通      期

３３，８６９ ４．３
４．４ ４２８３４，２１１

百万円

(２)

百万円

１３ １０．０４

４８ １０．３６

(４)

平成18年9月中間期

７７７，６０７
平成17年9月中間期
平成18年3月期 ７７５，８３２

平成18年9月中間期
７７８，０６８

平成17年9月中間期

９．９７０３

79,872,959

３４，１８３ ４２７

純 資 産

４．３
４２４

自己資本比率
1 株 当 たり

９５

79,872,919
79,872,755

総 資 産

△ 5.9
△ 16.4

(速報値)

６２１
７４３
１，６０７ 8.5

連結自己資本比率
純 資 産 (国内基準)

１，０１５ △ 22.2
△ 10.6

潜在株式調整後1株当たり

２，８３６

中間（当期）純利益

11.06.7
１，３０６

７
平成17年9月中間期

中間（当期）純利益
1株当たり

７７
９

平成18年9月中間期
３０

百万円

平成18年11月24日

上場取引所
 

役 職 名 経理部長

中間（当期）純利益

百万円百万円

但 馬 銀 行

平成18年9月中間期 24.9

平成18年3月期
平成17年9月中間期 2.9８，２４７

１０，３０６

１７，０９８

「自己資本比率」は、（中間期末純資産の部合計－中間期末少数株主持分）を中間期末資産の部の合計で除して算出して
おります。

現金及び現金同等物

79,875,000
79,875,000

「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成5年大蔵省
告示第55号）」に基づき算出しております。

財務活動による

79,875,000
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株式会社 但 馬 銀 行

 

１．企業集団の事業の内容

  当行グループ（当行及び当行の関連会社）は、当行、連結子会社２社で構成され、銀行業務

を中心にリース業務などの金融サービスを提供しております。

  当行グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

［銀行業務］

  当行は、本店ほか支店71カ店、出張所１カ所において、預金業務、貸出業務、商品有価証券

売買業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務などを行っております。

［その他業務］

  但銀ビジネスサービス株式会社において事務代行業務及び不動産賃貸業務、但銀リース株式

会社においてリース業務を行っております。

２．企業集団の事業系統図

  以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

  なお、子会社はすべて連結子会社であり、非連結子会社はありません。また、関連会社もあ

りません。

（連結子会社  ２社）

(事務代行業務、不動産賃貸業務）

（リース業務）

  但銀リース株式会社

但

馬

銀

行

企 業 集 団 の 状 況

銀行業務

その他業務   但銀ビジネスサービス株式会社

  本店ほか支店71カ店、 出張所１カ所

- 2 -
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経 営 方 針 

 
 

１．経営の基本方針 

当行は、｢地域とともに発展する｣という経営理念のもと、地域・顧客の皆さまから強く支

持・信頼され、豊かな地域社会を創造する銀行をめざしております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当行は、経営体質の強化のため内部留保に意を用いつつ、将来にわたり安定的な配当を行

うことを基本としております。 

また、内部留保資金につきましては、金融サービスの充実や省力化・合理化のための機械

設備、店舗網の整備など将来の収益基盤強化のために有効投資してまいります。 

 

３．中・長期的な経営戦略 

当行は、「長期経営計画」（平成 16 年 4 月～平成 19 年 3 月）において、「磐石な経営体質の

構築と地域・顧客の信頼感の向上」をメインテーマに、 

① 収益力の強化と経営の健全性の向上 

② 適切なリスク管理とコンプライアンス態勢の強化 

③ 地域密着経営と強固な営業基盤の確立 

④ 顧客満足度の向上 

⑤ 人材の育成と能力主義の徹底 

を基本方針として、役職員一致協力して取り組んでおります。 

 

４．対処すべき課題 

銀行をとりまく経営環境は、金融分野における規制緩和の進展や顧客ニーズの多様化・高

度化等により競争が一段と激化しております。また、金融庁による「地域密着型金融の機能

強化の推進に関するアクションプログラム」に基づき、事業再生・中小企業金融の円滑化、

経営力の強化、地域の利用者の利便性向上のための一段の経営努力が求められております。 

当行は、引き続き経営管理態勢の改善・強化を図りながら、地域顧客のニーズを的確に

把握して付加価値の高い金融サービスの提供に努め、収益力の向上と自己資本の充実を図

るなど、企業価値を一層高めてまいる所存であります。 

 

５．親会社等に関する事項 

  当行は親会社等を有しておりません。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

１．経営成績 

(1) 当期の概況 

当上半期におけるわが国経済は、世界経済が拡大するなかで輸出が増加し、高水準の企

業収益を背景に設備投資は増加を続けました。企業収益の好調さが家計部門にも波及し、

個人消費は増加基調となりました。こうした内外需要の増加を背景に生産も増加を続ける

など、景気は緩やかに拡大しました。一方、公共投資は国・地方の厳しい財政状況を背景

に減少基調で推移しました。 

金融面をみますと、日本銀行は経済・物価情勢が着実に改善していることから７月１４

日にゼロ金利政策を解除し、無担保コールレートの誘導水準を０.２５％前後に引き上げま

した。長期国債の流通利回りは、堅調な国内経済指標などを受けて一時２％を超える水準

まで上昇しましたが、その後内外経済の先行き不透明感の強まりなどからやや低下した水

準で推移しました。株式相場は欧米や新興国市場の株価下落を受けて下落する場面があり

ましたが、米国株価の上昇や好調な企業業績等を背景に上昇し１万６千円台で越期しまし

た。 

以上のような金融経済環境のなかで、当行グループは、資金の効率的な運用・調達、フ

ィービジネスの強化、コストの削減などに努めるとともに、より保守的に貸倒引当金を積

み増ししました結果、当中間連結会計期間の経常利益は前中間連結会計期間と比べて 2 億

91 百万円減少し 10 億 15 百万円となりました。また、中間純利益は前中間連結会計年度と

比べて 1億 22百万円減少し 6億 21百万円となりました。 

 

(2) 平成１９年３月期の見通し 

当行グループの連結業績見通しにつきましては、厳しい収益環境が続くことが予想され

ますが、引き続き地域に密着した営業活動を展開するとともに、住宅ローンを中心とした

貸出金の増加や信用リスクに見合った貸出金金利の適用及び経営全般にわたる合理化・効

率化によるコストの削減などを強力に推進し、収益力の強化を図ってまいります。 

これにより、経常利益は 24 億円、当期純利益として 14億円を見込んでおります。 

 

２．財政状態 

(1) 資産・負債の状況 

個人取引を中心に取引基盤の拡充と預金の増強に努めるとともに、公共債、投資信託、

個人年金保険の販売にも積極的に取り組みました。当中間連結会計期間末の預金残高は、

公金預金などの減少から前連結会計年度末比 4 億 60 百万円減少して 7,305 億 23 百万円と

なりました。公共債の預り残高は前連結会計年度末比 29 億 10 百万円増加して 214 億 65 百

万円となり、投資信託の純資産残高は前連結会計年度末比 80 億 60 百万円増加して 602 億
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42 百万円となりました。また、個人年金保険の当中間連結会計期間の販売額は 46 億 5 百万

円となりました。 

貸出金は、住宅ローンを積極的に推進しました結果、住宅ローンは前連結会計年度末比

120 億 74 百万円増加しました。一方、企業の資金需要は引き続き低迷し、地公体向けの貸

出金も減少しましたことから、貸出金の当中間連結会計期間末残高は前連結会計年度末比

49 億 61 百万円減少し、5,826 億 35 百万円となりました。 

有価証券は、資産の流動性の向上と資金の効率的な運用に努めました結果、当中間連結

会計期間末残高は 1,262 億 10 百万円となり、前連結会計年度末比 59 億 61 百万円増加しま

した。 

外国為替の当中間連結会計期間の取扱高は 1億 2百万ドルとなりました。 

 

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前中

間連結会計期間末比 1億 54 百万円増加し、182 億 89 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、75 億 52 百万円（前中間

連結会計期間比 30億 64 百万円の増加）となりました。 

これは、資金運用による収入等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は、63 億 27 百万円（前中間

連結会計期間比 16億 16 百万円の減少）となりました。 

これは、有価証券の取得による支出が売却・償還による収入を上回ったこと等による

ものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は、1 億 99 百万円（前中間

連結会計期間比 0百万円の増加）となりました。 

これは、配当金の支払等によるものであります。 

 

 (3) 自己資本比率の状況 

   当中間連結会計期間末の連結自己資本比率は、前連結会計年度末比 0.32 ポイント上昇し

10.36％となりました。 

また、単体自己資本比率は前事業年度末比 0.32 ポイント上昇し 10.35％となりました。 

 

 

３．事業等のリスク 

当行及び連結子会社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 

なお、当行及び連結子会社では、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の
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抑制と顕在化の回避を図っております。 

また、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当中間連結

会計期間末現在において判断したものであります。 

 (1) 信用リスク 

   当行及び連結子会社は、地元の中小企業・個人向け貸出金等の増強に積極的に取り組み、

小口分散化により与信集中を排除するとともに、厳正な審査と的確な経営実態の把握によ

りリスクの軽減に努めておりますが、今後の景気動向、地域の経済環境、与信先の財務状

況、不動産価格の動向等によっては、当行及び連結子会社の不良債権及び与信関連費用が

増大し業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 (2) 価格変動リスク 

   当行は、資産の流動化及び資金運用などの観点から債券や株式等の有価証券を保有して

おります。価格変動リスクに対しては、ＶａＲ（Value at Risk）を採用してリスクの計量

化を行うとともに、金利上昇による債券価格の下落に備えデュレーション（平均残存期

間）の短期化を行うなど適切に管理しておりますが、大幅な株式相場の下落が続く場合や

市場金利が急激に上昇する場合には、保有有価証券の価格が下落し、業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 (3) 自己資本比率 

   当行は、銀行法により自己資本比率規制の適用を受けており、国内基準を採用しており

ます。当行の平成 18 年 9 月期の連結自己資本比率は 10.36％であり、自己資本比率規制の

基準となる 4％を大きく上回っておりますが、信用リスクや価格変動リスクの顕在化により

業績に影響が及んだ場合には、自己資本比率に影響を与える可能性があります。 

 (4) その他 

   上記のほかに、流動性リスク、事務リスク、システムリスク、風評リスクなどがあり、

これらのリスクが顕在化した場合には業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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    中 間 連 結 貸 借 対 照 表    

(単位:百万円）

  （Ａ）   （Ｂ） （ Ａ－Ｂ ）
   
23,306           23,752           △ 446           22,732           574
16,923           40,728           △ 23,805      21,371           △ 4,448
121               125               △ 4              117               4
522               710               △ 188           664               △ 142
126,210         115,956         10,254           120,249         5,961
582,635         573,837         8,798            587,596         △ 4,961
708               812               △ 104           794               △ 86
9,777            3,202            6,575            3,902            5,875
-                  14,333           △ 14,333      14,225           △ 14,225

13,336           -                  13,336           -                  13,336
357               -                  357               -                  357
3,570            2,304            1,266            2,481            1,089
3,128            3,648            △ 520           3,288            △ 160
△ 2,991        △ 1,342        △ 1,649        △ 1,591        △ 1,400
777,607         778,068         △ 461           775,832         1,775

730,523         734,371         △ 3,848        730,983         △ 460
4                  1                  3                  4 0
5,947            2,489            3,458            3,541            2,406
3                  -                  3                  -                  3
2,723            2,744            △ 21            2,672            51
1,093            908               185               1,093            0
3,128            3,648            △ 520           3,288            △ 160
743,423         744,164         △ 741           741,584         1,839

-                  34                 -                  37                 -                  
  
-                  5,481            -                  5,481            -                  
-                  1,488            -                  1,488            -                  
-                  23,589           -                  24,291           -                  
-                  1,328            -                  1,079            -                  
-                  1,982            -                  1,870            -                  
-                  33,869           -                  34,211           -                  
-                  778,068         -                  775,832         -                  

5,481            -                  -                  -                  -                  
1,487            -                  -                  -                  -                  
24,699           -                  -                  -                  -                  
31,668           -                  -                  -                  -                  
1,397            -                  -                  -                  -                  
0                  -                  -                  -                  -                  
1,079            -                  -                  -                  -                  
2,476            -                  -                  -                  -                  
37                 -                  -                  -                  -                  
34,183           -                  -                  -                  -                  
777,607         -                  -                  -                  -                  

負債、少数株主持分及び資本の部合計

資 本 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

（ 資 本 の 部 ）

（ 少 数 株 主 持 分 ）
少 数 株 主 持 分

土 地 再 評 価 差 額 金
その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 産 の 部 合 計
貸 倒 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾

退 職 給 付 引 当 金

（ 負 債 の 部 ）
預 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債
役 員 賞 与 引 当 金

（Ａ－Ｃ）
科 目

前中間連結会計期間末 前連結会計年度末の当中間連結会計期間末

(平成18年9月30日）
（平成18年3月31日）（Ｃ）

比    較
(平成17年9月30日）

比      較

支 払 承 諾 見 返

（ 資 産 の 部 ）

買 入 金 銭 債 権

現 金 預 け 金
コールローン及び買入手形

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

連結貸借対照表

資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

商 品 有 価 証 券
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

（ 純 資 産 の 部 ）
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

負債及び純資産の部合計

土 地 再 評 価 差 額 金
評 価 ･ 換 算 差 額 等 合 計
少 数 株 主 持 分
純 資 産 の 部 合 計
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(単位:百万円）

  （ Ａ ）   （ B ） ( Ａ － Ｂ )

 10,306         8,247           2,059 17,098         

6,790           6,031           759 12,345         

( 5,926           ) ( 5,441           ) ( 485 ) ( 11,093         )

( 695             ) ( 499             ) ( 196 ) ( 1,017           )

1,516           1,445           71 3,055           

880             682             198 1,557           

1,120           89               1,031 140             

9,291           6,940           2,351 14,262         

467             247             220 453             

( 364             ) ( 222             ) ( 142 ) ( 450             )

656             588             68 1,214           

1,232           733             499 1,732           

5,022           4,841           181 9,652           

1,911           530             1,381 1,209           

1,015           1,306           △ 291 2,836           

97               44               53 107             

70               98               △ 28 231             

1,043           1,252           △ 209 2,712           

1,186           556             630 1,276           

△ 764         △ 47           △ 717 △ 174         

0                 △ 0            0 2                 

621             743             △ 122 1,607           中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

    中 間 連 結 損 益 計 算 書    

特 別 利 益

そ の 他 経 常 費 用

特 別 損 失

経 常 利 益

税金等調整前中間（当期）純利益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

営 業 経 費

少数株主利益(△は少数株主損失）

役 務 取 引 等 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

そ の 他 業 務 費 用

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

科         目

経 常 収 益

（う ち 貸 出 金 利 息 ）

（うち有価証券利息配当金）

（自  平成18年4月  1日  

  至  平成18年9月30日）
  至  平成18年3月31日）

比        較（自  平成17年4月  1日  

  至  平成17年9月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
（自  平成17年4月  1日 

-8-
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(単位:百万円）

前中間連結会計期間
（自　平成17年4月31日）
（至　平成17年9月30日）

前連結会計年度の
連結剰余金計算書
（自　平成17年4月31日）
（至　平成18年3月31日）

1,488                      1,488                      

-                            0                            

自 己 株 式 処 分 差 益 -                            0                            

0                            -                            

自 己 株 式 処 分 差 損 0                            -                            

1,488                      1,488                      

23,139                     23,139                     

743                         1,607                      

中 間 （当 期 ）純 利 益 743                         1,607                      

293                         455                         

配 当 金 199                         399                         

役 員 賞 与 12                          12                          

土地再評価差額金取崩額 82                          43                          

23,589                     24,291                     

　中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書　

科         目

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末（期末）残高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

- 9 -
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当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）
(単位:百万円）

剰余金の配当                 （注）

役員賞与               　　　  （注）

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額（純額）

　

剰余金の配当                 （注）

役員賞与               　　　  （注）

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額（純額）

（注）　平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目である。

株主資本
合　　計

土地再評価
差　額　金

自己株式資本金 資本剰余金 利益剰余金

評価・換算
差額等合計

少数株主
持　　分

純資産
合　計

平成１８年３月３１日残高

中間連結会計期間中の変動額合計

平成１８年９月３０日残高

中間連結会計期間中の変動額

平成１８年９月３０日残高

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

1,870 -                平成１８年３月３１日残高

中間連結会計期間中の変動額

中間連結会計期間中の変動額合計

-                -                -                △ 14

-                   

-                   

-                   

621

△ 0                    -

24,291                    - 31,2615,481 1,488

△ 199                    - △ 199

△ 4 △ 4

                   - 621

4 4

-                                      -

-                   31,668

△ 0 407 -                   407

34,2481,079 2,949 37

-                -                -                -                -                △ 199

-                -                -                -                -                621

-                -                

-                -                -                -                

-                -                -                -                

△ 472

-                △ 4

-                4

0 △ 471△ 473 0

△ 473 0

1,397 0 1,079 2,476

　中間連結株主資本等変動計算書　

株 主 資 本

評 価 ･ 換 算 差 額 等

-                   -                                      -△ 14 △ 14

1,487 24,699

-                   -                   -                   

37 34,183

0 △ 64-                △ 472

-                

-                   -                   

-                   

-                   

-                   

5,481

-                   
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Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益 1,043 1,252 △ 209 2,712
減価償却費 400 394 6 813
減損損失 1 60 △ 59 130
貸倒引当金の増減（△）額 1,400 △ 213 1,613 35
役員賞与引当金の増減（△）額 3 -                  -                  -                  
退職給付引当金の増減（△）額 50 △ 61 111 △ 133
資金運用収益 △ 6,790 △ 6,031 △ 759 △ 12,345
資金調達費用 467 247 220 453
有価証券関係損益（△） △ 897 0 △ 897 90
為替差損益（△） △ 2 32 △ 34 △ 27
動産不動産処分損益（△） -                  38 -                  100
固定資産処分損益（△） 68 -                  -                  -                  
貸出金の純増（△）減 4,961 8,508 △ 3,547 △ 5,251
預金の純増減（△） △ 460 6,758 △ 7,218 3,370
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 453 △ 1,690 2,143 △ 1,544
コールローン等の純増（△）減 4,443 △ 8,550 12,993 10,813
外国為替（資産）の純増（△）減 85 17 68 35
外国為替（負債）の純増減（△） △ 0 0 0 3
資金運用による収入 6,438 6,189 249 11,340
資金調達による支出 △ 313 △ 317 4 △ 1,425
その他 △ 3,469 △ 674 △ 2,795 1,784

小計 7,886 5,961 1,925 10,956
法人税等の支払額 △ 334 1,472 △ 1,806 △ 2,379
営業活動によるキャッシュ・フロー 7,552 4,488 3,064 8,576

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 29,419 △ 12,089 △ 17,330 △ 25,090
有価証券の売却による収入 11,334 7 11,327 1,424
有価証券の償還による収入 12,211 4,339 7,872 11,373
動産不動産の取得による支出 -                  △ 221 -                  △ 525
有形固定資産の取得による支出 △ 407 -                  -                  -                  
動産不動産の売却による収入 -                  20 -                  50
有形固定資産の売却による収入 80 -                  -                  -                  
無形固定資産の取得による支出 △ 126 -                  -                  -                  
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,327 △ 7,943 1,616 △ 12,766

　
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金支払額 △ 199 △ 199 0 △ 399
自己株式の取得による支出 △ 4 △ 3 △ 1 △ 12
自己株式の売却による収入 4 3 1 12
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 199 △ 199 0 △ 399

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 2 △ 32 34 27
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減（△）額 1,028 △ 3,687 4,715 △ 4,561
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 17,261 21,823 △ 4,562 21,823
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間（期末）残高 18,289 18,135 154 17,261

（Ａ） （Ｂ） （Ａ） － （Ｂ）  至 平成18年3月31日）

（単位：百万円）
前連結会計期間の連結
キャッシュ・フロー計算書

（自 平成17年4月  1日  

 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

比      較
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
（自  平成18年4月 1日
 至  平成18年9月30日）

（自  平成17年4月 1日
 至  平成17年9月30日）
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社     ２社 
     ・但銀ビジネスサービス株式会社 
     ・但銀リース株式会社 
 (2) 非連結子会社 
     該当ありません。 
 
２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
    連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。 
  ９月末日      ２社 
 

３．会計処理基準に関する事項 
(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証
券のうち時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動
平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っており
ます。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。  
(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 減価償却の方法 
①  有形固定資産 
当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物    ５年～５０年 
動 産    ２年～２０年 
連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却してお
ります。 
②  無形固定資産 
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及び
それと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認
められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除した残額に、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率を乗じた額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお
ります。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した
資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に
よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金
額は５,９１１百万円であります。 
(6) 役員賞与引当金の計上基準 
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連
結会計期間に帰属する額を計上しております。 
（会計方針の変更） 
従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処分利益の減少として処理しておりましたが、「役員賞与
に関する会計基準」（企業会計基準第４号平成17年11月29日）が会社法施行日以後終了する事業年度の中間会
計期間から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から同会計基準を適用し、役員に対する
賞与を費用として処理することとし、その支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を役員賞与引
当金として計上しております。これにより、従来の方法に比べ営業経費は３百万円増加し、税金等調整前中間
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純利益は３百万円減少しております。 
(7) 退職給付引当金の計上基準 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基
づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の
差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 
数理計算上の差異    各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 
(8) 外貨建資産・負債の換算基準 
当行の外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(9) リース取引の処理方法 
当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
(10)重要なヘッジ会計の方法 
 当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外
貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25
号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の
為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することに
よりヘッジの有効性を評価しております。 
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 
(11)消費税等の会計処理 
当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち
現金及び日本銀行への預け金であります。 
 
 
 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）を
当中間連結会計期間から適用しております。 
当中間連結会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は３４,１４５百万円であります。 
なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表規則及び銀行法施行規
則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表規則及び銀行法施行規則により作成しております。 
 
 
 

表示方法の変更 
 
｢銀行法施行規則｣(昭和57年大蔵省令第10号)別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内
閣府令第60号平成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開始する連結事業年度から適用されるこ
とになったこと等に伴い、当中間連結会計期間から以下のとおり表示を変更しております。 
（中間連結貸借対照表関係） 
 (1) 純額で繰延ヘッジ損失又は繰延ヘッジ利益として「その他資産」又は「その他負債」に含めて計上していた
ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ、評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」とし
て相殺表示しております。 

 (2) 負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示しております。 
 (3) 「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示しております。 
 (4) 「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 (1) 「動産不動産処分損益（△）」は、中間連結貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定
資産」等に区分されたことに伴い、「固定資産処分損益（△）」等として表示しております。 
また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定資産の取得による支出」等として、「動産不動産の売
却による収入」は、「有形固定資産の売却による収入」等として表示しております。 

 (2) 営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりましたソフトウエアの取得による支
出は、投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産の取得による支出」に含めて表示しております。 
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注 記 事 項 
 
 （中間連結貸借対照表関係） 
１．有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式を含んでおりません。 
２．貸出金のうち、破綻先債権額は２,０５２百万円、延滞債権額は１０,２０７百万円であります。 
  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又
は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分
を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第
１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
  また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は５５５百万円であります。 
  なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金
で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６,５２７百万円であります。 
  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支
払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債
権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１９,３４２百万円
であります。 
なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります｡ 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業
手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その
額面金額は６,３７９百万円であります。 
７．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産       
有価証券     １,０２９百万円 
担保資産に対応する債務 
預  金      １,７１４百万円 
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券３１,７０２百万
円及び貸出金１７,０００百万円を差し入れております。 
また、その他資産のうち保証金は、９２１百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は、１９６,７６５百万円であります。このうち原契約期間が１年以
内のものが１９５,６４３百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず
しも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の
多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた
融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい
て必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基
づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に
計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
再評価を行った年月日                      平成10年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政

令第119号)第２条第４号に定める方法に基づいて奥行価格
補正等の合理的な調整を行って算出 

10．有形固定資産の減価償却累計額          １０,６０９百万円 
11．有形固定資産の圧縮記帳額                   ３５２百万円 
 
（中間連結損益計算書関係） 
１．その他経常費用には、貸出金償却２２４百万円及び貸倒引当金繰入額１,６３１百万円を含んでおります。 
２．当中間連結会計期間において、兵庫県内の遊休資産について、減損損失を計上しております。 
減損損失を認識した資産は、地価の下落等から、帳簿価額を不動産鑑定評価基準等に基づき算定した正味売
却価額まで減額し、当該減少額１百万円を減損損失として特別損失に計上しております。 
なお、資産のグルーピングは、営業用店舗については管理会計で継続的な収支の把握を行っている営業店単
位、遊休資産については各資産単位で行っております。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 
  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項       （単位：千株） 

 
前連結会計年度 
末株式数    

当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計 
期間末株式数  

摘  要 

発行済株式      

 普通株式 ７９,８７５ ‐ ‐ ７９,８７５  

合  計 ７９,８７５ ‐ ‐ ７９,８７５  

自己株式      

 普通株式 ‐ １６ １６ ‐ （注） 

合  計 ‐ １６ １６ ‐  

    （注）自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによる増加、減少は単元未満株式の売渡しによる減
少であります。 

 
  ２．配当に関する事項 

 
（決議） 

株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
の金額 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 １９９百万円 ２．５円 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

    基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな
るもの 
 
（決議） 

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
の金額 

基準日 効力発生日 

平成18年11月24日 
取締役会 

普通株式 １９９百万円 
その他 
利益剰余金 

２．５円 平成18年9月30日 平成18年12月8日 

 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
   現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
平成18年９月30日現在 
   現金預け金勘定            ２３,３０６ 百万円 
   定期預け金            △    ３,４９４ 百万円 
   その他の預け金        △    １,５２３ 百万円  
   現金及び現金同等物        １８,２８９ 百万円 

 
 
（リース取引関係）   
     リース取引関係の注記事項については、ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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 （有価証券関係）

Ⅰ 当中間連結会計期間末

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年9月30日現在)
（金額単位 : 百万円）

中間連結貸借

対照表計上額

地　方　債 14,136 14,084 △ 52
合               計 14,136 14,084 △ 52

（注）

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年9月30日現在)
   （金額単位 : 百万円）

中間連結貸借

対照表計上額

株    式 4,933 7,893 2,960
債    券 104,661 104,055 △ 606
 国   債 56,838 56,454 △ 383
 地方債 26,975 26,729 △ 245
 社   債 20,847 20,870 23
合               計 109,594 111,948 2,353

（注）

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成18年9月30日現在)
（金額単位 : 百万円）

 

満期保有目的の債券 － 
その他有価証券

非上場株式 119
非上場その他の証券 5

差額時価

時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

金額

中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上した

評価差額取得原価

 ものであります。
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Ⅱ 前中間連結会計期間末

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年9月30日現在)
（金額単位 : 百万円）

中間連結貸借

対照表計上額 うち益 うち損

1,399 1,377 △ 22 - 22
合               計 1,399 1,377 △ 22 - 22

（注）

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年9月30日現在)
   （金額単位 : 百万円）

中間連結貸借

対照表計上額 うち益 うち損

株    式 3,590 6,223 2,632 2,668 35
債    券 106,198 106,805 607 931 323
 国   債 58,022 58,132 109 217 108
 地方債 26,626 26,889 263 437 173
 社   債 21,548 21,783 234 276 41
そ の 他 1,309 1,408 99 100 1
合               計 111,098 114,437 3,339 3,700 360

（注）

  あります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成17年9月30日現在)
（金額単位 : 百万円）

 

満期保有目的の債券 － 
その他有価証券

非上場株式 119

時価 差額

１．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

地　方　債

金額

１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したもので

評価差額取 得 原 価

-17-
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Ⅲ 前連結会計年度末

１．売買目的有価証券（平成１８年３月３１日現在）

売買目的有価証券

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在）

地　方　債
合               計

（注） １．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。  

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在）
   

株    式
債    券
 国   債
 地方債
 社   債
そ の 他
合               計

（注） １．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。  

４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成１７年４月１日　　至　平成１８年３月３１日）

該当ありません

５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成１７年４月１日　　至　平成１８年３月３１日）

その他有価証券

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成１８年３月３１日現在）

満期保有目的の債券 － 
その他有価証券
非上場株式 119       
非上場その他の証券 5          

７．保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成１８年３月３１日現在）
   （単位：百万円）

債    券
 国   債
 地方債
 社   債
合               計 14,138                54,402                28,201                13,414                

3,147                  12,789                4,972                  －
978                     12,486                18,464                －

54,402                28,201                13,414                
10,012                29,126                4,764                  13,414                
14,138                

（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

売却益の合計額

金額

123                     
5,304                  5,180                  △ 123                -                        123                     
5,304                  5,180                  △ 123                -                        

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
うち益 うち損

（金額単位：百万円）

売却額

連結貸借対照表計上額

664

1,335                  
111,669               

△ 5

114,819               

86                                    0                                      

売却損の合計額

1,424                                

1,481                  3,150                  

（金額単位：百万円）

うち損

33                      
1,441                  
813                     
447                     
180                     
5                        

△ 1,106              
△ 769                

125                     130                     

335                     
44                      
160                     
130                     △ 50                  

△ 287                

4,631                  

105,959               
58,086                
26,913                

104,853               
57,317                
26,625                

（金額単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

取得原価 評価差額

4,373                  8,506                  4,132                  
うち益

20,922                20,909                

4,165                  

1,460                  
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 （金銭の信託関係）

Ⅰ 当中間連結会計期間末

  該当ありません。

Ⅱ 前中間連結会計期間末
  該当ありません。

Ⅲ　前連結会計年度末
  該当ありません。

 （その他有価証券評価差額金）

Ⅰ 当中間連結会計期間末

○その他有価証券評価差額金（平成１８年９月３０日現在）

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
（金額単位 : 百万円）

 評  価  差  額 2,353
その他有価証券 2,353
その他の金銭の信託 － 

 （△） 繰延税金負債 956
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 1,397

 （△） 少数株主持分相当額 － 
 （＋） 持分法適用会社が所有するその他有価証券 － 
に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
その他有価証券評価差額金 1,397

Ⅱ 前中間連結会計期間末

○その他有価証券評価差額金（平成１７年９月３０日現在）

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
（金額単位 : 百万円）

 評  価  差  額 3,339
その他有価証券 3,339
その他の金銭の信託 － 

 （△） 繰延税金負債 1,356
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 1,982

 （△） 少数株主持分相当額 － 
 （＋） 持分法適用会社が所有するその他有価証券 － 
に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
その他有価証券評価差額金 1,982

金額

金額
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Ⅲ　前連結会計年度末

○その他有価証券評価差額金（平成１８年３月３１日現在）
　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

 評  価  差  額 3,150
その他有価証券 3,150
その他の金銭の信託 － 

 （△） 繰延税金負債 1,280
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 1,870

 （△） 少数株主持分相当額 － 
 （＋） 持分法適用会社が所有するその他有価証券 － 
に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
その他有価証券評価差額金 1,870

 （デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引関係の注記事項については、ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

金額
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セグメント情報 
 
１. 事業の種類別セグメント情報 
    当中間連結会計期間（自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日）、前中間連結会計期間（自 平成17年４月1日 
至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月1日 至 平成18年３月31日） 

  連結会社は銀行業以外に一部で事務代行、不動産賃貸、リース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の
全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 
 
２. 所在地別セグメント情報 
    当中間連結会計期間（自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日）、前中間連結会計期間（自 平成17年４月1日 
至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月1日 至 平成18年３月31日） 

在外連結子会社および在外支店がありませんので、所在地別セグメント情報は記載しておりません。 
 

３. 国際業務経常収益 
    当中間連結会計期間（自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日）、前中間連結会計期間（自 平成17年４月1日 
至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月1日 至 平成18年３月31日） 

国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合が１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しており
ます。 

 
 
 
生産、受注及び販売の状況 
 
  銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


